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要 望 事 項 

 

○グリーントランスフォーメーション(ＧＸ)産業立地の

実現に向けた支援制度の拡充について 
 

 １．秋田市北部地区再生可能エネルギー工業団地の整備

に対する支援について 
 

 ２．秋田市へのデータセンター等のＧＸ関連産業の誘致

に対する支援について 

 

○クリーンエネルギーの地産地活に向けた支援について 
 

 １．卒ＦＩＴ電源や陸上風力発電における余剰電力の活

用などの取組に対する制度面での支援について 
 

 ２．再エネ電力由来のグリーン水素など次世代エネルギ

ーの製造・供給・活用にかかる支援について 

 

○秋田市沖洋上風力発電の早期の事業化について 

 

○秋田港を拠点とする先進的ＣＣＳ事業の早期実現につ

いて 
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グリーントランスフォーメーション(ＧＸ)産業立地の実現に 

向けた支援制度の拡充について 
 

１.秋田市北部地区再生可能エネルギー工業団地の整備に 

対する支援について 
 

経済産業省 
 

 

 要望事項  
 

秋田市は、洋上風力発電をはじめとする再生可能エネルギー資源が

豊富であり、「ＧＸ２０４０ビジョン」における「ＧＸ産業立地」を具

体化する産業集積地となるポテンシャルを有しているものと考えてお

ります。 

 こうした中、本市は秋田県と連携し、市内の北部地区に再生可能エ

ネルギーの１００％供給を目指す工業団地の整備を進める計画であり、

本事業に対する国の支援を要望するものです。 
 

〔要望事項の背景と本市の取組〕 

○今年２月に閣議決定された「ＧＸ２０４０ビジョン」では、「ＧＸ産業

立地」として、脱炭素エネルギーの供給拠点に電力多消費型産業等の

立地を集中化させ、効率的・効果的な産業立地誘導を図るとの方針が

示されております。 

○こうした中、秋田県では既存の水力・地熱・陸上風力発電に加え、洋上

風力発電が先行的に事業化され、秋田市沖を含む本県沖５海域での発

電規模は、２０４０年頃までに原発２．５基分に相当する約２５０万

ｋＷとなることが見込まれており、本県・本市は、ＧＸ関連産業の立地

や集積に適した有望地域であると認識しています。 

○一方で、本市内には産業用地が不足していることから、一定規模の分

譲地を確保するため、現在、県が整備を進めている下新城工業団地に

隣接する市有地を「秋田市北部地区再生可能エネルギー工業団地」と

して整備することとし、本年６月市議会定例会に関連予算を計上し、

今後、早期の整備と分譲に向けて事業を進めてまいります。 

  ○つきましては、本市が整備を進める再エネ工業団地を「ＧＸ産業立地」

の重点エリアとして位置付けていただきますとともに、同団地の整備

に対する制度面、財政面等での支援策を講じていただきますよう、特段

のご配慮をお願いいたします。 
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【北部地区再生可能エネルギー工業団地の位置図】 

 

 

 

 

 



- 3 - 

 

グリーントランスフォーメーション(ＧＸ)産業立地の実現に 

向けた支援制度の拡充について 
 

２.秋田市へのデータセンター等のＧＸ関連産業の誘致に 

対する支援について 
 

総務省 

経済産業省 
 

 

 要望事項  
 

秋田市では、市内の北部地区再生可能エネルギー工業団地にデータ

センターをはじめとするＧＸ関連産業を誘致したいと考えており、関

連企業の立地促進に向けた電力・通信インフラ等の整備および進出事

業者に対する制度面や財務面等の支援を要望するものです。 
 

〔要望事項の背景と本市の取組〕 

○「ＧＸ２０４０ビジョン」では、脱炭素電力等のクリーンエネルギーを

利用した製品やサービスが付加価値を生むＧＸ産業を、今後の我が国

経済の牽引役として位置付けており、特に産業構造の高度化に不可欠

なＡＩ向けデータセンターは、その膨大な消費電力を脱炭素電源で賄

う必要があるとされております。 

○また、同ビジョンでは、現状ではクリーンエネルギーの供給拠点に地

域偏在性があることから、「エネルギーの供給に合わせた需要の創出」

という発想のもと、新たな産業用地の整備と脱炭素電源の整備を並行

して進めることで、今後の地方創生や経済成長の実現を目指すとされ

ています。 

○そのうえで、ＡＩ向けを含むデータセンターについては地域分散を進

めることが必要であることに加え、電力インフラから見て望ましい地

域への立地を促進させつつ、必要となる次世代の通信基盤と整合性を

持って計画的に整備を進める「電力と通信の効果的な連携（ワット・ビ

ット連携）」の重要性が示されております。 

○こうした中、本市周辺では、国内有数の規模で洋上風力発電の整備が

進むことが見込まれるとともに、海底情報通信ケーブルの陸揚げ拠点

が整備済みであることや、海底送電ケーブルの陸揚げ拠点も整備予定

であることから、ワット・ビット連携のモデルケースとなるデータセ

ンター誘致に適した地域であると認識しています。 

  ○本市では、今後整備を進めていく北部地区再生可能エネルギー工業団
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地にデータセンターをはじめとするＧＸ関連産業の誘致を鋭意進めた

いと考えております。そのため、関連企業の立地促進に向けた電力・通

信インフラの整備および進出事業者に対する制度面や財務面等の支援

について、特段のご配慮をお願いいたします。 
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クリーンエネルギーの地産地活に向けた支援について 
 

１. 卒ＦＩＴ電源や陸上風力発電における余剰電力の活用 

   などの取組に対する制度面での支援について 
 

経済産業省資源エネルギー庁 
 

 

 要望事項  
 

クリーンエネルギーの「地産地活」の実現に向け、卒ＦＩＴ電源や

陸上風力発電における余剰電力の活用促進、ＦＩＰ制度の対象拡大や

移行促進、地元への電力の優先供給に関する制度の拡充を要望するも

のです。 

 

〔要望事項の背景と本市の取組〕 

○秋田県は、風況に恵まれた風力発電の適地であり、令和５年１月には

秋田港湾区域内において、国内初となる商業用の大規模洋上風力発電

所の運転が開始されたほか、令和１０年６月には、国内初の一般海域

案件である「男鹿市・潟上市・秋田市沖洋上風力発電事業」が開始され

る予定であるなど、風力発電を中心とするクリーンエネルギー導入の

トップランナーであると認識しています。 

○こうした中、本市では、産学官連携によるクリーンエネルギーの導入

拡大と活用に向けて先進的に取り組んでいきたいと考えており、地元

で産み出された電力を地域で有効活用する「クリーンエネルギーの地

産地活」を政策の柱に掲げているところであります。 

○「地産地活」の実現は、地域経済の振興やエネルギーの効率的な利用促

進に資することが期待されるだけでなく、発電事業者としても地域と

の協働により関連事業を展開、成長させていく効果が見込まれます。 

○そのため、今後増加が見込まれる卒ＦＩＴ電源や出力抑制等により生

じる余剰電力の有効活用、ＦＩＰ制度の参入拡大や同制度への移行支

援、さらには地元への電力の優先供給等により、地元産電力を地域で

活用できる制度づくりについて、特段のご配慮をお願いいたします。 

○また、本市に立地する陸上風力発電では、今後、出力抑制の増加が見込

まれていることから、ＦＩＴ制度の枠組みの中でも余剰電力の有効活

用を可能とする柔軟な制度の運用について、特段のご配慮をお願いい

たします。 
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クリーンエネルギーの地産地活に向けた支援について 
 

２. 再エネ電力由来のグリーン水素など次世代エネルギー 

の製造・供給・活用にかかる支援について 
 

経済産業省資源エネルギー庁 
 

 

 要望事項  
 

洋上および陸上風力発電由来の電力で生産されるグリーン水素を中

心とした水素サプライチェーンの構築に対する取組や、本県沖での実

施が期待されるＣＣＳ事業と連携したメタネーションの取組などにつ

いて、製造・供給・活用にかかる一貫した支援制度の拡充を要望する

ものです。 

 

〔要望事項の背景と本市の取組〕 

○国では、令和５年６月、水素基本戦略を改定し、２０５０年までの水素

等の導入目標やコスト目標を設定するとともに、サプライチェーン構

築や供給インフラ整備に向けた支援制度を整備することとしています。 

○こうした中、本市では、「あきた次世代エネルギーコンソーシアム（Ａ

ＮＥＣ）」などの民間事業者を中心に、洋上および陸上風力発電の余剰

電力等を活用したグリーン水素をはじめとする次世代エネルギーの製

造、供給に向けた取組が始動しています。 

○卒ＦＩＴ電源や余剰電力などを活用したグリーン水素等の製造は、製

造コストの低減やエネルギー安全保障の確立に資するものであり、再

生可能エネルギー利用のポテンシャルを有する本市は、次世代エネル

ギーの普及に向けた先進的取組を実施する適地であると認識しており

ます。 

○こうしたことから、本市では、グリーン水素等の製造と供給、そして需

要の創出にかかる民間事業者の取組について、秋田県と連携しながら

支援、促進していくこととしております。 

○そのため、グリーン水素を中心とした水素サプライチェーンの構築に

対する取組や、本県沖での実施が期待されるＣＣＳ事業と連携したメ

タネーションの取組に対し、製造から供給、活用にかかる一貫した支

援制度を拡充してくださいますよう、特段のご配慮をお願いいたしま

す。 
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秋田市沖洋上風力発電の早期の事業化について 

 

経済産業省資源エネルギー庁 
 

 

 要望事項  
 

令和６年９月に「一定の準備段階にある区域」として整理された秋

田市沖について、早期に「有望な区域」として指定していただきます

とともに、早期の事業化に向け、セントラル方式による各種調査の円

滑な実施や発電事業者の参画を促進する制度の整備などを進めていた

だきますよう要望するものです。 

 

〔要望事項の背景と本市の取組〕 

○現在、再エネ海域利用法に基づく促進区域として国内で１０区域が指

定されておりますが、そのうち４区域は秋田県沖であり、関係者や地

元住民の理解のもと、一般海域での洋上風力発電の開始に向け、着実

に事業が進んでいる状況にあります。 

  ○本県は再エネ電力の切り札とされる洋上風力発電のトップランナーで

あると認識しておりますが、県内の一般海域で唯一、秋田市沖が促進区

域の指定まで至っておりません。 

  ○こうした中、昨年９月、秋田県からの情報提供に基づき秋田市沖が「一

定の準備段階にある区域」として整理され、秋田市沖での事業化に向け

て一歩前進したものと理解しております。 

  ○秋田市沖での洋上風力発電事業の実施は、関連産業の集積による市内

経済の活性化や雇用創出などの効果がさらに加速するものであるほか、

我が国の脱炭素社会の実現および再生可能エネルギーの普及と拡充に

大きく貢献するものであると捉えております。 

○つきましては、まずは秋田市沖を「準備区域」の次の段階である「有望

区域」へ指定していただきますとともに、早期の事業化に向け、今後想

定されているセントラル方式による各種調査の円滑な実施や、より多

くの発電事業者の参画につながる事業採算性の確保に向けた制度の整

備などを進めていただきますよう要望いたします。 
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秋田港を拠点とする先進的ＣＣＳ事業の早期実現について 

 

経済産業省資源エネルギー庁 
 

 

 要望事項  
 

我が国における先進的ＣＣＳ事業の先駆けとして、本県沖を含む日

本海側東北地方が候補地の一つとして選定され、当該案件の採択を受

けた事業体により、秋田港を拠点とした事業実施を前提に設計作業等

が進められております。そのため、国において、本事業の実施に必要

となる予算を早急かつ十分に確保していただきますよう要望するもの

です。 

 

〔要望事項の背景と本市の取組〕 

  ○脱炭素社会の実現を目指す我が国として、ＣＯ２を地中に貯留するＣＣ

Ｓ事業は有望な手段の一つであり、国は先進的ＣＣＳ事業として、令和

５年に調査業務を、令和６年には設計業務を公募し、事業体が選定され

ております。 

  ○現在、国内外の９つの案件が選定されており、本県沖を含む日本海側東

北地方ＣＣＳは、国内の船舶輸送による事業の一つとして、事業体によ

る設計作業等が進められております。 

  ○同事業体では、日本海側東北地方ＣＣＳの貯留地として本県沖を有望

視しており、船舶によるＣＯ２の受け入れ拠点として秋田港を利用する

こととして、事業採算性の確保を見据えた設計作業や貯留候補地点周

辺の漁業者への説明などを鋭意進めております。現段階では、秋田港の

港湾区域内においてＣＯ２受入・圧送のための用地確保の見込みが立っ

たことや、海洋調査について地元漁業者から一定の理解を得られつつ

あることなどから、事業体としては本事業を早期に実施したい意向で

あります。 

○本市としても、脱炭素社会の実現に向けた先進的ＣＣＳ事業の拠点と

して貢献できるとともに、本事業への市内企業の参入を含む地元経済

への波及効果が見込まれることなどから、秋田港を拠点とする日本海

側東北地方ＣＣＳを促進したいと考えております。 

  ○つきましては、国において、日本海側東北地方ＣＣＳの実施に必要とな

る予算を早急かつ十分に確保していただきますよう、特段のご配慮を

お願いいたします。 
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【本要望に関する担当】 

               秋田市産業振興部 

               新エネルギー産業推進室 

                電話 018-888-5743 

                E-mail ro-inne@city.akita.lg.jp 
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